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アメリカの大学における継続教育部の改革動向
―UPCEAを事例として―
Recent Reforms of Continuing Education Units in American Universities:

















































　そこで本稿では，大学専門職・継続教育協会（University Professional & Continuing Education 
Association: UPCEA）に注目することで，継続教育の改革動向を解明していきたい。UPCEAは，
1915年に全米大学拡張協会（National University Extension Association: NUEA）として設立され
て以来，大学開放の振興を目的として活動してきた北米の大学協会である10）。1980年には継続
教育概念の広まりを受けて，全米大学継続教育協会（National University Continuing Education 
Association: NUCEA）と名称変更した。1999年には国外の加盟校が増加したため，大学継続教育

























度入学生と 2009年度入学生を比べると，入学年齢が 20才以下の学生は 0.75％しか低下していな





























































































































営，医療，福祉，法律などの専門職教育に力点を置く “School for Professional Studies”，オンライ
ンでの学習機会を強調する “College of Distance Education and E-learning”，オルタナティブな大学
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　2014年には，オンライン教育の支援を行うためのセンターとして，Center for Online Leadership
（COL）が設置された。本センターは，副学長・学部長クラスの管理職を対象としたセミナー















ある Eduventuresは，20年前に設立された教育コンサルティングであるが，Online and Continuing 
Education Knowledge Communityというネットワークを通じて，継続専門教育（Continuing 
Professional Education: CPE）31）を提供するために必要なデータを分析してコンサルティングを
行ってきた。ワシントン D.C.に居を置く Educational Advisory Boardは，1983年の設立以来，病


















Center for Research and Consultingを設立したことである。2015年現在，The Center for Research 










　全国調査としては，Western Cooperative for Educational Technologies（WCET）や Sloan-C（現在は，














職階 マーケティング 高等教育機関 学士 大学院
VP of Marketing 15.1年 12.3年 38％ 62％
Marketing Director 16.1年 12.8年 20％ 79％
Assistant Director of Marketing 12.8年  8.6年 29％ 71％
Marketing Manager 12.7年  9.4年 40％ 56％
Marketing Associate/Coordinator  8.2年  2.8年 60％ 40％
平均 13.8年 12.7年 26％ 72％
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